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これまで、日本の成長は、東京・大阪などの大都

市圏が支えてきました。しかし、都市への集中を是

正するための大都市圏法制などの規制や制度が時代

遅れとなり、大都市圏の力が削がれた結果、わが国

は長期的な低迷を続けています。このままでは、世

界の中・アジアの中での都市間競争に打ち勝つこと

はできません。本格的な人口減少・少子高齢社会に

突入した今、大都市の成長を図ることこそ、日本再

生の切り札といえます。

大阪府では、大阪・関西がわが国を力強くけん引

する“成長エンジン”として再生することをめざし、

「大阪の成長戦略」を策定しました。この戦略は、市

町村や民間企業、国、ＮＰＯなどの様々な主体が、

将来の方向性を共有するための“提言書”でもあり、

オール大阪で取り組むことが重要であると考えてい

ます。

大阪・関西は、長期にわたる人口流出、法人税収

の落ち込み、高い失業率など、多くの課題を抱えて

います。

一方で、先進国一国に匹敵するほどの人口・経済

規模を持つ大都市であるとともに、関西国際空港や

阪神港といった世界標準のインフラ、ベイエリアを

中心とした環境・新エネルギー産業の企業集積、も

のづくり中小企業の集積と高い技術力、高水準の大

学・研究機関の立地など、多くの“強み”や“優位

性”を有しています。

大阪・関西の成長に向けては、成長を阻害する要

因に向き合い、これを克服するだけでなく、“強み”

や“優位性”といったプラス要因を一層磨き、現実

の成長に結びつけていかなければなりません。

大阪・関西の現状はじめに
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福　田　悦　子

「「大阪の成長戦略大阪の成長戦略」」についてについて

～～大大阪阪はは““日日本本のの成成長長エエンンジジンン””～～



要因分析の結果、成長を促すポイントとして、次

の３点が浮き彫りになりました。

・人材・技術の競争力を高め、高い付加価値・技

術革新を生み出す。

・人・企業を集め、対内投資を呼び込む。

・アジアの活力を取り込み、消費・雇用につなげ

る。

この視点に基づき、めざすべき将来像（「ハイエン

ド都市」「中継都市」）と、今後１０年を目途とした具

体的な成長目標（「実質成長率年平均２％以上」等）

を掲げています。将来像の実現によって、大阪・関

西はもとより、「日本の成長エンジン」として全国・

地方へも大きな経済波及効果を生み出すことができ

ると考えています。

成長目標を実現するため、「集客力」「人材力」「産

業・技術力」「物流・人流インフラ」「都市の再生」

の５分野を強化します。また、“新しい公共”“ソー

シャルキャピタル”“ソーシャルビジネス”といった

新しい考え方や、失敗しても再挑戦できるセーフテ

ィネットなど、安心を守り、競争を促す環境を整え、

取組を支えます。

（１）内外の集客力強化

エンターテイメント施設の立地促進、関空の観

光ハブ化・ポータル化の推進　等

（２）人材力強化・活躍の場づくり

英語教育などハイエンド人材の育成、外国人高

度専門人材等の受入拡大、地域の強みを活かす労

働市場の構築、成長を支えるセーフティネットの

整備、女性・高齢者などの活用　等

（３）強みを活かす産業・技術の強化

総合特区による国際的な競争拠点の形成、世界

市場の積極的な開拓、ハイエンドなものづくりに

向けた研究開発　等

（４）アジア活力の取り込み強化・物流人流インフラ

の活用

関空・阪神港の国際ハブ化、高速道路や鉄道の

成長のための５つの源泉

めざすべき方向性と成長目標
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ネットワーク強化　等

（５）都市の再生

地域の既存資産の有効活用、低炭素社会を先導

する都市づくり、都市農業の再生　等

大都市圏が都市間競争に打ち勝つ力を備えるため

には、これまでの全国均一的な政策から脱却し、地

域のポテンシャルや民間の知恵を引き出す仕組みへ

と改革することが必要です。大阪府では、規制緩和

や税の減免などを推進し、国際レベルの競争力を強

化する「国際戦略総合特区（仮称）」、地域の資源を

活かした特色あるまちづくりを支援する「地域活性

化総合特区（仮称）」について、積極的に国に提案し

ています。総合特区は、大阪・関西全体のレベルア

ップを図るだけでなく、市町村の地域経営にも関わ

る制度であり、市町村の皆様と共に今後も粘り強く

働きかけを行っていく考えです。

あわせて、国が検討している「大都市圏戦略基本

法（仮称）」の制定に際して、わが国全体の成長にお

ける大阪・関西の重要性を訴えかけていきます。

大阪・関西の成長は、大阪府、市町村、民間企業、

国、ＮＰＯなどがそれぞれの強みを活かしあってこ

そ実現できるものです。そのためには、オール大阪

でめざす方向性を共有し、共に取り組むことが何よ

り重要であると考えています。

そこで、広く「大阪の成長戦略」を知っていただ

くために、イラストや写真を用いて分かりやすくま

とめたパンフレットを作成し、市町村や関係機関に

配布しています。様々な機会を通じてこのパンフレ

ットをご活用いただくとともに、成長に向けてより

多くの方と共に取り組んでいけるよう、府民の皆様

へのＰＲについてご協力をお願いします。

また、市町村の皆様とは、引き続き意見交換をし

ながら取組の具体化を進めてまいりますので、よろ

しくお願いします。

今を生きる私たちの取組が、“日本の成長エンジ

ン”大阪・関西の未来へとつながります。アジアの

中・世界の中で輝ける都市をめざして、共に力強く

進んでいきましょう！

終わりに

国への働きかけと新しい制度の提案
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